
平成　13　年　3　月期　個別財務諸表の概要   平成 13年 5月 18日

上 場 会 社 名       あいおい損害保険株式会社 上場取引所    東 大 名 札

(旧会社名  大東京火災海上保険株式会社)

コ ー ド 番 号       8761                 本社所在都道府県   東京都

問 合 せ 先       責任者役職名 総務部長       
　　　　　　　 氏　　　　名 後藤 泰之　　　 ＴＥＬ　   (03)5424－0101

決算取締役会開催日　平成 13年 5月 18日                中間配当制度の有無   無

定時株主総会開催日　平成 13年 6月 28日

１． 13年 3月期の業績(平成 12年 4月 1日～平成 13年 3月 31 日)

(1)経営成績         (注)金額は記載単位未満を切り捨て、諸比率は四捨五入により表示しております。以下の諸表も同様であります。

正味収入保険料 経常利益 当期純利益

13年 3月期
12年 3月期

百万円　　　％

420,588 ( △1.4)

426,521 (   1.0)

百万円　　　％

26,021 (  31.8)

19,743 (  31.0)

百万円　　　％

7,563 (   7.7)

7,023 (  10.7)

1 株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

1株当たり当期純利益

株主資本

当期純利益率
正味損害率 正味事業費率

13年 3月期
12年 3月期

円　銭

        18 57

        17 25

円　銭

        18 52

        17 16

％

           2.8

           3.3

％

          62.4

          59.6

％

          36.9

          38.4
(注)1.期中平均株式数   13年 3月期 407,154,601 株   12年 3月期 407,154,601 株
　  2.会計処理の方法の変更   無
　　3.正味収入保険料、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率
    ○正味損害率＝(正味支払保険金＋損害調査費)／正味収入保険料×100
    ○正味事業費率＝(諸手数料及び集金費＋営業費及び一般管理費)／正味収入保険料×100
     (なお、営業費及び一般管理費は、保険引受に係るものに限ります。)

(2)配当状況

１株当たり年間配当金

中　間 期　末

配当金総額

(年　間)
配当性向

株主資本

配 当 率    

13年 3月期
12年 3月期

円　銭

    7 00

    7 00

円　銭

      ―

      ―

円　銭

    7 00

    7 00

百万円

        2,850

        2,850

％

        37.7

        40.6

％

         0.9

         1.3

(3)財政状態

総 資 産     株 主 資 本     株主資本比率 １株当たり株主資本

13年 3月期
12年 3月期

百万円

            1,625,746

            1,517,791

百万円

              315,853

              226,933

％

          19.4

          15.0

円　銭

        775 75

        557 36

(注)期末発行済株式数  13年 3月期 407,154,601 株  12年 3月期 407,154,601 株

２．14年 3月期の業績予想(平成 13年 4月 1日～平成 14年 3月 31 日)

１株当たり年間配当金
正味収入保険料 経常利益 当期純利益

中　間 期　末

中間期
通　期

百万円

      420,000

      815,000

百万円

       14,000

       30,000

百万円

        5,000

       13,000

円　銭
―――――
―――――

円　銭
―――――

        7 00

円　銭
―――――

       7 00

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 17円 19銭



-1-                      あいおい損害保険株式会社
(旧会社名 大東京火災海上保険株式会社)

平成 12年度 損益状況の対前期比較

(単位：百万円)

平成 11 年度 平成 12年度
年   度

科   目
(第 83期) (第 84期)

比較増減 増減率

％

元受正味保険料 (含む収入積立保険料 ) 555,347 537,706 △ 17,640 △   3.2

( 元 受 正 味 保 険 料 ) ( 462,855 ) ( 457,432 ) ( △  5,423 ) ( △   1.2 )

保 険 引 受 収 益 583,565 575,097 △  8,468 △   1.5

( う ち 正 味 収 入 保 険 料 ) ( 426,521 ) ( 420,588 ) ( △  5,933 ) ( △   1.4 )

( う ち 収 入 積 立 保 険 料 ) ( 92,492 ) ( 80,274 ) ( △ 12,217 ) ( △  13.2 )

( う ち 責 任 準 備 金 戻 入 額 ) ( 44,487 ) ( 57,093 ) ( 12,606 ) ( 28.3 )

保 険 引 受 費 用 487,367 479,424 △  7,942 △   1.6

( う ち 正 味 支 払 保 険 金 ) ( 237,083 ) ( 244,675 ) ( 7,592 ) ( 3.2 )

( う ち 損 害 調 査 費 ) ( 17,150 ) ( 17,848 ) ( 697 ) ( 4.1 )

( う ち 諸 手 数 料 及 び 集 金 費 ) ( 77,663 ) ( 72,725 ) ( △  4,937 ) ( △   6.4 )

( う ち 満 期 返 戻 金 ) ( 152,999 ) ( 133,981 ) ( △ 19,018 ) ( △  12.4 )

( う ち 支 払 備 金 繰 入 額 ) ( 65 ) ( 9,777 ) ( 9,712 ) ( - )

資 産 運 用 収 益 54,683 38,179 △ 16,504 △  30.2

( う ち 利 息 及 び 配 当 金 収 入 ) ( 40,377 ) ( 27,596 ) ( △ 12,780 ) ( △  31.7 )

( う ち 有 価 証 券 売 却 益 ) ( 33,840 ) ( 25,657 ) ( △  8,183 ) ( △  24.2 )

資 産 運 用 費 用 38,753 16,998 △ 21,754 △  56.1

( う ち 有 価 証 券 売 却 損 ) ( 25,299 ) ( 1,535 ) ( △ 23,763 ) ( △  93.9 )

( う ち 有 価 証 券 評 価 損 ) ( 8,415 ) ( 6,356 ) ( △  2,058 ) ( △  24.5 )

経

常

損

益営 業 費 及 び 一 般 管 理 費 91,662 87,949 △  3,713 △   4.1

( 保険引受に係る営業費及び一般管理費 ) ( 85,940 ) ( 82,453 ) ( △  3,486 ) ( △   4.1 )

そ の 他 経 常 損 益 △    722 △  2,882 △  2,160 -

経 常 利 益 19,743 26,021 6,277 31.8

( 保 険 引 受 利 益 ) ( 9,415 ) ( 12,594 ) ( 3,179 ) ( 33.8 )

特 別 利 益 2,968 3,820 851 28.7

特 別 損 失 11,168 18,036 6,867 61.5

特
別
損
益特 別 損 益 △  8,199 △ 14,216 △  6,016 -

税 引 前 当 期 利 益 11,543 11,805 261 2.3

法 人 税 及 び 住 民 税 7,367 1,514 △  5,852 △  79.4

法 人 税 等 調 整 額 △  2,846 2,727 5,574 -

当 期 利 益 7,023 7,563 539 7.7

前 期 繰 越 利 益 2,141 3,841 1,700 79.4

税効果会計適用に伴う責任準備金修正額 56,798 - △ 56,798 △ 100.0

過 年 度 税 効 果 調 整 額 76,887 - △ 76,887 △ 100.0

税効果会計適用に伴う海外投資等損失準備金取崩額 0 - △      0 △ 100.0

当 期 未 処 分 利 益 29,254 11,404 △ 17,849 △  61.0

正 味 損 害 率 59.6 % 62.4 %

正 味 事 業 費 率 38.4 36.9

諸

比

率運 用 資 産 利 回 り 2.80 2.09

(注)1．保険引受利益＝保険引受収益－(保険引受費用＋保険引受に係る営業費及び一般管理費)±その他収支

       なお、その他収支は自動車損害賠償責任保険等に係る法人税相当額などであります。

    2．当期から金融商品に係る会計基準を適用しておりますが、運用資産利回り算出上の分母は取得原価又は償却原価

       によっております。



-2-                      あいおい損害保険株式会社
(旧会社名 大東京火災海上保険株式会社)

 [1] 収入保険料の種目別内訳

 (単位：百万円)

平成 11 年度 平成 12年度

(第 83期) (第 84期)

年    度

保険種目 金 額 構 成 比 増 収 率 金 額 構 成 比 増 収 率

％ ％ ％ ％

火 災 保 険 58,163 12.6 △  0.7 51,754 11.3 △ 11.0

海 上 保 険 988 0.2 △ 13.9 1,026 0.2 3.8

傷 害 保 険 33,628 7.3 △  3.3 31,831 7.0 △  5.3

自 動 車 保 険 267,285 57.7 1.0 266,787 58.3 △  0.2

自動車損害賠償責任保険 71,252 15.4 2.7 70,346 15.4 △  1.3

そ の 他 31,535 6.8 6.8 35,685 7.8 13.2

元

受

正

味

保

険

料合 計 462,855 100.0 1.1 457,432 100.0 △  1.2

火 災 保 険 52,975 12.4 △  4.0 46,190 11.0 △ 12.8

海 上 保 険 1,000 0.2 1.1 810 0.2 △ 19.0

傷 害 保 険 33,576 7.9 △  3.1 31,786 7.6 △  5.3

自 動 車 保 険 269,169 63.1 1.8 268,047 63.7 △  0.4

自動車損害賠償責任保険 40,217 9.4 1.9 40,088 9.5 △  0.3

そ の 他 29,582 7.0 6.7 33,664 8.0 13.8

正

味

収

入

保

険

料合 計 426,521 100.0 1.0 420,588 100.0 △  1.4

(注)元受正味保険料は収入積立保険料を除いております。

[2] 正味支払保険金及び損害率の種目別内訳

 (単位：百万円)

平成 11 年度 平成 12年度

(第 83期) (第 84期)

年    度

保険種目 金 額 損 害 率 金 額 損 害 率

損害率の

比較増減

％ ％ ％

火 災 保 険 21,388 41.8 20,661 46.4 4.6

海 上 保 険 1,186 121.3 453 58.6 △  62.7

傷 害 保 険 13,421 42.4 13,665 45.6 3.2

自 動 車 保 険 158,511 62.9 164,634 65.5 2.6

自動車損害賠償責任保険 24,373 70.3 25,293 74.4 4.1

そ の 他 18,201 64.3 19,968 61.8 △   2.5

合 計 237,083 59.6 244,675 62.4 2.8

(注)損害率は正味支払保険金に損害調査費を加えて算出しております。



-3-                      あいおい損害保険株式会社
(旧会社名 大東京火災海上保険株式会社)

貸借対照表(資産の部)

 (単位：百万円)

第 83期 第 84期

(平成 12年 3月 31 日現在) (平成 13年 3月 31 日現在)

期    別

科    目 金    額 構成比 金    額 構成比

比較増減

( 資 産 の 部 ) ％ ％

現 金 及 び 預 貯 金 140,979 9.29 205,328 12.63 64,348

現 金 365 11

預 貯 金 140,613 205,316

コ ー ル ロ ー ン 12,000 0.79 44,000 2.71 32,000

買 入 金 銭 債 権 25,200 1.66 10,063 0.62 △  15,137

金 銭 の 信 託 41,226 2.72 12,240 0.75 △  28,986

有 価 証 券 693,347 45.68 832,259 51.19 138,912

国 債 133,637 89,337

地 方 債 6,812 7,531

社 債 121,673 167,766

株 式 276,659 404,409

外 国 証 券 142,170 141,084

そ の 他 の 証 券 12,393 22,130

貸 付 金 317,623 20.93 284,580 17.51 △  33,042

保 険 約 款 貸 付 7,425 6,964

一 般 貸 付 310,197 277,616

不 動 産 及 び 動 産 110,457 7.28 105,096 6.46 △   5,361

土 地 41,207 38,788

建 物 54,575 55,350

動 産 14,562 10,949

建 設 仮 勘 定 111 7

そ の 他 資 産 109,246 7.20 117,265 7.21 8,018

未 収 保 険 料 6,320 6,124

代 理 店 貸 16,160 14,195

外 国 代 理 店 貸 280 344

共 同 保 険 貸 785 786

再 保 険 貸 27,634 25,916

外 国 再 保 険 貸 16,059 13,883

未 収 金 4,251 6,536

未 収 収 益 2,438 1,927

預 託 金 10,183 11,387

地 震 保 険 預 託 金 13,806 14,778

仮 払 金 9,574 18,210

先 物 取 引 差 入 証 拠 金 951 676

金 融 派 生 商 品 - 1,157

そ の 他 の 資 産 799 1,339

繰 延 税 金 資 産 79,734 5.25 29,426 1.81 △  50,307

貸 倒 引 当 金 △   11,915 △ 0.79 △   14,511 △ 0.89 △   2,596

投 資 損 失 引 当 金 △      110 △ 0.01 △        3 △ 0.00 106

資 産 の 部 合 計 1,517,791 100.00 1,625,746 100.00 107,954



-4-                      あいおい損害保険株式会社
(旧会社名 大東京火災海上保険株式会社)

貸借対照表(負債及び資本の部)

 (単位：百万円)

第 83期 第 84期

(平成 12年 3月 31 日現在) (平成 13年 3月 31 日現在)

期    別

科    目 金   額 構成比 金    額 構成比

比較増減

( 負 債 の 部 ) ％ ％

保 険 契 約 準 備 金 1,202,198 79.21 1,154,882 71.04 △   47,315

支 払 備 金 126,548 136,325

責 任 準 備 金 1,075,650 1,018,556

転 換 社 債 - - 3,810 0.23 3,810

そ の 他 負 債 60,527 3.99 119,891 7.37 59,364

共 同 保 険 借 677 671

再 保 険 借 18,935 18,208

外 国 再 保 険 借 8,553 9,728

借 入 金 33 25

未 払 法 人 税 等 6,230 1,050

預 り 金 3,712 3,515

前 受 収 益 1,478 1,134

未 払 金 10,192 15,133

仮 受 金 6,905 8,790

借 入 有 価 証 券 - 713

コマーシャルペーパー - 30,000

転 換 社 債 3,810 -

債券貸借取引受入担保金 - 30,920

退 職 給 与 引 当 金 20,504 1.35 - - △   20,504

退 職 給 付 引 当 金 - - 22,787 1.40 22,787

賞 与 引 当 金 3,850 0.25 3,517 0.22 △      332

債 権 売 却 損 失 引 当 金 56 0.00 - - △       56

価 格 変 動 準 備 金 3,721 0.25 5,002 0.31 1,281

負 債 の 部 合 計 1,290,858 85.05 1,309,892 80.57 19,034

( 資 本 の 部 )

資 本 金 57,139 3.77 57,139 3.51 -

法 定 準 備 金 54,862 3.61 55,862 3.44 1,000

資 本 準 備 金 41,712 41,712

利 益 準 備 金 13,150 14,150

剰 余 金 114,930 7.57 118,593 7.30 3,662

任 意 積 立 金 85,676 107,189

( 配 当 引 当 積 立 金 ) ( 24,600 ) ( 25,600 )

(役員退職慰労基金 ) ( 1,176 ) ( 1,176 )

(保険契約特別積立金 ) ( 30,600 ) ( 32,100 )

(海外投資等損失準備金) ( 0 ) ( 0 )

( 圧 縮 記 帳 積 立 金 ) ( - ) ( 12 )

( 特 別 積 立 金 ) ( 29,300 ) ( 48,300 )

当 期 未 処 分 利 益 29,254 11,404

( 当 期 利 益 ) ( 7,023 ) ( 7,563 )

評 価 差 額 金 - - 84,257 5.18 84,257

資 本 の 部 合 計 226,933 14.95 315,853 19.43 88,919

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計 1,517,791 100.00 1,625,746 100.00 107,954



-5-                      あいおい損害保険株式会社
(旧会社名 大東京火災海上保険株式会社)

損益計算書
 (単位：百万円)

第 83期 第 84期

平成11年4月 1日から 平成12年4月 1日から

期    別

科    目 平成12年3月31日まで 平成13年3月31日まで

比較増減

経  常  収  益 639,840 615,288 △   24,551

保 険 引 受 収 益 583,565 575,097 △    8,468

正 味 収 入 保 険 料 426,521 420,588 △    5,933

収 入 積 立 保 険 料 92,492 80,274 △   12,217

積 立 保 険 料 等 運 用 益 20,056 16,501 △    3,554

責 任 準 備 金 戻 入 額 44,487 57,093 12,606

為 替 差 益 - 634 634

そ の 他 保 険 引 受 収 益 8 4 △        3

資 産 運 用 収 益 54,683 38,179 △   16,504

利 息 及 び 配 当 金 収 入 40,377 27,596 △   12,780

金 銭 の 信 託 運 用 益 - 0 0

売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 益 - 1,173 1,173

有 価 証 券 売 却 益 33,840 25,657 △    8,183

有 価 証 券 償 還 益 207 19 △      187

そ の 他 運 用 収 益 315 233 △       81

積 立 保 険 料 等 運 用 益 振 替 △   20,056 △   16,501 3,554

そ の 他 経 常 収 益 1,591 2,012 420

経  常  費  用 620,097 589,267 △   30,829

保 険 引 受 費 用 487,367 479,424 △    7,942

正 味 支 払 保 険 金 237,083 244,675 7,592

損 害 調 査 費 17,150 17,848 697

諸 手 数 料 及 び 集 金 費 77,663 72,725 △    4,937

満 期 返 戻 金 152,999 133,981 △   19,018

契 約 者 配 当 金 1,435 270 △    1,164

支 払 備 金 繰 入 額 65 9,777 9,712

為 替 差 損 818 - △      818

そ の 他 保 険 引 受 費 用 150 144 △        6

資 産 運 用 費 用 38,753 16,998 △   21,754

金 銭 の 信 託 運 用 損 - 5,727 5,727

有 価 証 券 売 却 損 25,299 1,535 △   23,763

有 価 証 券 評 価 損 8,415 6,356 △    2,058

有 価 証 券 償 還 損 447 2 △      444

金 融 派 生 商 品 費 用 - 296 296

為 替 差 損 2,780 2,820 39

そ の 他 運 用 費 用 1,810 258 △    1,551

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費 91,662 87,949 △    3,713

そ の 他 経 常 費 用 2,314 4,895 2,580

経

常

損

益

の

部 支 払 利 息 259 309 49

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 - 3,929 3,929

貸 倒 損 失 0 - △        0

債権売却損失引当金繰入額 5 - △        5

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額 110 3 △      106

そ の 他 の 経 常 費 用 1,938 652 △    1,285

経 常 利 益 19,743 26,021 6,277

特 別 利 益 2,968 3,820 851

不 動 産 動 産 処 分 益 134 147 13

そ の 他 特 別 利 益 2,834 3,672 837

特 別 損 失 11,168 18,036 6,867

不 動 産 動 産 処 分 損 519 361 △      157

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額 1,315 1,281 △       33

不 動 産 等 圧 縮 損 5 - △        5

特

別

損

益

の

部 そ の 他 特 別 損 失 9,329 16,393 7,064

税 引 前 当 期 利 益 11,543 11,805 261

法 人 税 及 び 住 民 税 7,367 1,514 △    5,852

法 人 税 等 調 整 額 △    2,846 2,727 5,574

当 期 利 益 7,023 7,563 539

前 期 繰 越 利 益 2,141 3,841 1,700

税効果会計適用に伴う責任準備金修正額 56,798 - △   56,798

過 年 度 税 効 果 調 整 額 76,887 - △   76,887

税効果会計適用に伴う海外投資等損失準備金取崩額 0 - △        0

当 期 未 処 分 利 益 29,254 11,404 △   17,849
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利益処分案
 (単位：百万円)

第 83期 第 84期

平成11年4月 1日から 平成12年4月 1日から

期    別

科    目 平成12年3月31日まで 平成13年3月31日まで

比較増減

当 期 未 処 分 利 益 29,254 11,404 △    17,849

任 意 積 立 金 取 崩 額 0 1,176 1,176

( 役 員 退 職 慰 労 基 金 ) ( - ) ( 1,176 )

(海外投資等損失準備金 ) ( 0 ) ( 0 )

計 29,254 12,580 △    16,673

利 益 処 分 額 25,412 6,897 △    18,515

利 益 準 備 金 1,000 1,000

配 当 金 2,850 2,850

(一株につき 7.0円) (一株につき 7.0円)

役 員 賞 与 金 50 47

任 意 積 立 金 21,512 3,000

( 配 当 引 当 積 立 金 ) ( 1,000 ) ( 1,000 )

(保険契約特別積立金 ) ( 1,500 ) ( 1,500 )

( 圧 縮 記 帳 積 立 金 ) ( 12 ) ( - )

( 特 別 積 立 金 ) ( 19,000 ) ( 500 )

次 期 繰 越 利 益 3,841 5,683 1,842

(注)1．役員賞与金はすべて取締役に対するものであります。

    2．金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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[第 84期の注記]

貸借対照表の注記

１．有価証券の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。

(1)  売買目的有価証券の評価は、時価法により行っております。なお、売却原価の算定は移動

平均法に基づいております。

(2)  満期保有目的の債券の評価は、償却原価法により行っております。

(3)  子法人等株式及び関連法人等株式の評価は、移動平均法に基づく原価法により行っており

ます。

(4)  その他有価証券のうち時価のあるものの評価は、期末日の市場価格等に基づく時価法によ

り行っております。

　なお、評価差額は全部資本直入法により処理し、また、売却原価の算定は移動平均法に基

づいております。

(5)  その他有価証券のうち時価のないものの評価は、移動平均法に基づく原価法又は償却原価

法より行っております。

２．有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている

有価証券の評価は、時価法により行っております。

３．デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

４．不動産及び動産の減価償却は、定率法により行っております。ただし、平成 10 年 4 月 1 日以

降に取得した建物（建物付属設備を除く）については、定額法により行っております。

５．外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。

６．(1)  貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に基づき、次のとおり計上してお
ります。
　破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が

発生している債務者に対する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者に対する債権

については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額等

を控除し、その残額を引き当てております。

　今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する債権については、債権

額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額を控除し、その残額

のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認められる額を引き当てております。

　上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率

を債権額に乗じた額を引き当てております。

　また、全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、各資産所管部門が資産査定を実施し、

当該部署から独立した検査部門が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の

引き当てを行っております。

(2)  投資損失引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に基づき、今後、経営破綻に

陥る可能性が大きいと認められるものが発行する有価証券について、将来発生する可能性の

ある損失に備えるため、期末における損失見込額を計上しております。

(3)  退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しております。

会計基準変更時差異 7,158百万円は当期において全額費用処理し、その他特別損失に計上

しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定

額法により翌期から費用処理することとしております。
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なお、適格退職年金制度について退職給付信託を設定しております。退職給付信託におけ

る年金資産額（未認識数理計算上の差異を除く）6,145 百万円を控除する前の適格退職年金

制度に係る退職給付引当金は 9,928百万円であります。また、これに伴い、退職給付信託設

定益 3,672百万円をその他特別利益に計上しております。

(4)  賞与引当金は、従業員の賞与に充てるため、支給見込額を基準に計上しております。

７．価格変動準備金は、株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第 115条の規定に基

づき計上しております。

８．消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、損害調査費、営業費及び一般管

理費等の費用は税込方式によっております。

なお、資産に係る控除対象外消費税等は仮払金に計上し、５年間で均等償却を行っております。

９．リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

１０．(1)  貸付金のうち、破綻先債権額は 778百万円、延滞債権額は 11,890百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の

事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しな

かった貸付金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸付金」という。）の

うち、法人税法施行令（昭和 40年政令第 97号）第 96条第 1 項第 3号のイからホまでに掲

げる事由又は同項第 4号に規定する事由が生じている貸付金であります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建

又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金であります。

(2)  貸付金のうち、３カ月以上延滞債権額は 704百万円であります。

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上

遅延している貸付金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

(3)  貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は 4,563百万円であります。

なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利

の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取り決め

を行った貸付金で、破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであり

ます。

(4)  破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸付条件緩和債権額の合計額は

17,936百万円であります。

１１．不動産及び動産の減価償却累計額は 93,054百万円、圧縮記帳額は 7,139百万円であります。

１２．１株当たりの当期利益は 18円 57銭であります。

１３．商法第 290条第 1項第 6号に規定する純資産の額は 84,254百万円であります。

１４．子会社に対する金銭債権総額は 490百万円、金銭債務総額は 379百万円であります。

１５．子会社株式の額は 23,318百万円であります。

１６．自己株式（商法第 210条ノ 2第 2項第 3号に定める場合において同条第 1項の規定により取得

したものを除く）の額は 2百万円であります。

１７．担保に供している資産は、有価証券 8,644百万円であります。また、担保付き債務は借入金 25

百万円であります。
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１８．消費貸借契約により貸し付けている有価証券が国債に 30,797百万円含まれております。なお、

消費貸借契約により貸し付けている有価証券は、従来「貸付有価証券」に計上しておりましたが、

金融商品に係る会計基準(｢金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書｣(企業会計審議会 平

成 11年１月 22日))の適用に伴い当期よりその種類ごとに計上しております。

１９．退職給付に関する事項は次のとおりであります。
(1)  退職給付債務及びその内訳

退職給付債務 △45,998百万円
年金資産                    20,299百万円
未積立退職給付債務 △25,698百万円
未認識数理計算上の差異      2,911 百万円
退職給付引当金 △22,787百万円

(2)  退職給付債務等の計算基礎

退職給付見込額の期間配分方法   期間定額基準
割引率     ３．０％
期待運用収益率  適格退職年金     ３．０％

退職給付信託     ０．０％
数理計算上の差異の処理年数       １５年
会計基準変更時差異の処理年数         １年

２０．繰延税金資産の総額は 77,014百万円、繰延税金負債の総額は 47,587百万円であります。

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、責任準備金 51,529百万円、退職給付引当金 6,330

百万円、貸倒引当金 4,822百万円及び有価証券評価損 4,082百万円であります。

繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、その他有価証券及びこれに準じて処理する買入金

銭債権に係る評価差額 47,579百万円であります。

２１．当期から保険業法施行規則の改正により貸借対照表の様式を改訂いたしましたが、その主な内
容は次のとおりであります。

(1)  デリバティブ取引に係る評価差額を｢金融派生商品｣として表示しております。

(2)  従来、｢その他負債｣の内訳として表示していた｢転換社債｣を保険契約準備金の次に表示し

ております。

(3)  従来の｢退職給与引当金｣及び適格退職年金制度の過去勤務費用に係る未払金は｢退職給付

引当金｣として表示しております。

(4)  税効果額を控除した後のその他有価証券及びこれに準じて処理する買入金銭債権の評価

差額を｢評価差額金｣として表示しております。

２２．金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書の注記

１．子会社との取引による収益総額は 1,410百万円、費用総額は 14,749百万円であります。

２．(1)正味収入保険料の内訳は、次のとおりであります。

 収入保険料　　　　　　　　494,313百万円

 支払再保険料　　　　　 　　73,725百万円

 　差引　　　　　　　　　　420,588百万円

(2)正味支払保険金の内訳は、次のとおりであります。

 支払保険金　　　　　　　　316,743百万円

 回収再保険金　　　　　 　　72,067百万円

 　差引　　　　　　　　　　244,675百万円

(3)諸手数料及び集金費の内訳は、次のとおりであります。

 支払諸手数料及び集金費　  78,082 百万円

 出再保険手数料　　　　　   5,357 百万円

 　差引　　　　　　　　　  72,725 百万円

(4)利息及び配当金収入の内訳は、次のとおりであります。

 預貯金利息　　　　　　　　 3,076 百万円

 コールローン利息　　　　　　  56 百万円

 買入金銭債権利息　　　　　　 172 百万円

 有価証券利息・配当金　　　11,678 百万円

 貸付金利息　　　　　 　　  7,998 百万円

 不動産賃貸料　　　　　　　 4,244 百万円

 その他利息・配当金　　　　　 369 百万円

　　計　　　　　　　　　　 27,596 百万円

３．売買目的有価証券運用益中の利息及び配当金収入は 698百万円、売却損益は 478百万円の損及び

評価損益は 953百万円の益であります。

４．金銭の信託運用益及び金銭の信託運用損中の評価損益の合計額は 2,077百万円の損であります。

また、金融派生商品費用中の評価損益は 1,157百万円の益であります。

５．その他特別利益は、退職給付信託設定益 3,672百万円であります。

６．その他特別損失は、｢退職給付に係る会計基準｣の導入に伴う会計基準変更時差異 7,158百万円、

希望退職者への自立支援金 4,204百万円、不動産評価損 2,734百万円、及び合併関連費用 2,296百

万円を臨時的な損失として処理したものであります。
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７．損害調査費、営業費及び一般管理費並びにその他特別損失に計上した退職給付費用は 10,179 百

万円であり、その内訳は次のとおりであります。

 勤務費用  　　　　　　　     　  2,175百万円

 利息費用  　　　　　　　　       1,269百万円

 期待運用収益  　　　　　　　　 △  423百万円

 会計基準変更時差異の費用処理額   7,158百万円

 数理計算上の差異の費用処理額　 　    - 百万円

 　計　　　　　　　　　　　　　　10,179百万円

８．当期における法定実効税率は 36.1%、税効果会計適用後の法人税等の負担率は 35.9%であります。

９．当期から退職給付に係る会計基準(｢退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書｣(企業会計審

議会 平成 10年 6月 16日))を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、

経常利益は 115百万円、税引前当期利益は 3,601 百万円減少しております。

１０．当期から金融商品に係る会計基準(｢金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書｣(企業会計審

議会 平成 11 年 1 月 22日))を適用し、有価証券の評価の方法、金銭の信託の評価の方法及びデリバ

ティブ取引の評価の方法を変更しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、経

常利益は 14,895百万円、税引前当期利益は 11,833百万円増加しております。

１１．当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準(｢外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見

書｣(企業会計審議会 平成 11 年 10月 22日))を適用しております。この変更による影響額はありま

せん。

１２．当期から保険業法施行規則の改正により損益計算書の様式を改訂いたしましたが、その主な内容

は次のとおりであります。

(1)  売買目的有価証券に係る全ての収益及び費用を｢売買目的有価証券運用益｣として表示して

おります。

(2)  従来、｢利息及び配当金収入｣、｢その他運用収益｣及び｢その他運用費用｣に含めていた金銭

の信託に係る収益及び費用を｢金銭の信託運用益｣及び｢金銭の信託運用損｣として表示してお

ります。

(3)  ヘッジ会計が適用されないデリバティブ取引に係る評価差額等を｢金融派生商品費用｣とし

てして表示しております。

１３．金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。



-12-                      あいおい損害保険株式会社
(旧会社名 大東京火災海上保険株式会社)

リ－ス取引関係リ－ス取引関係リ－ス取引関係リ－ス取引関係

１．リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取 得 価 額

相 当 額

減価償却累計額

相 当 額

期 末 残 高

相 当 額

百万円 百万円 百万円
動  産

143 80 62

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が不動産及び動産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

②未経過リ－ス料期末残高相当額

１ 年 内　　　　　　　 34百万円

１ 年 超　　　　　　　 28百万円

合 計　　　　　　   62百万円

なお、未経過リ－ス料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が不動産及び動産の期末

残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リ－ス料　　　　　 34百万円

減価償却費相当額　 　　34百万円

④減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

２．オペレ－ティング・リ－ス取引

未経過リ－ス料

１ 年 内　　　　　　   525百万円

１ 年 超　　　　     1,338百万円

合 計             1,864百万円
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有価証券関係有価証券関係有価証券関係有価証券関係

当事業年度

有   価   証   券

１．売買目的有価証券
(単位：百万円)

第 84期(平成 13年 3月 31 日現在)

貸 借 対 照 表 計 上 額 損益に含まれた評価差額

売 買 目 的 有 価 証 券 44,143 953

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの
該当ありません。

３．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
該当ありません。

４．その他有価証券で時価のあるもの

(1)貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

(単位：百万円)

第 84期(平成 13年 3月 31 日現在)

種        類
取 得 原 価 貸 借 対 照 表 計 上 額 差        額

公 社 債 204,791 211,510 6,718

株 式 193,331 333,276 139,945

外 国 証 券 90,676 93,885 3,209

そ の 他 5,443 5,493 49

合 計 494,243 644,165 149,922

(注)貸借対照表において買入金銭債権として処理されているリース債権信託受益権等を「その他」に含めて
おります。

(2)貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

(単位：百万円)

第 84期(平成 13年 3月 31 日現在)

種        類
取 得 原 価 貸 借 対 照 表 計 上 額 差        額

公 社 債 41,695 40,794 △    900

株 式 62,094 46,317 △ 15,776

外 国 証 券 10,051 9,367 △    683

そ の 他 5,096 4,372 △    724

合 計 118,938 100,852 △ 18,085

(注)貸借対照表において買入金銭債権として処理されている商品投資受益権を「その他」に含めております。

５．当事業年度中に売却したその他有価証券

(単位：百万円)

第 84期(平成 12年 4月 1日から平成 13年 3月 31 日まで)

売　　却　　額 売 却 益 の 合 計 額 売却損の合計額

そ の 他 有 価 証 券 323,156 25,657 1,529
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６．時価のない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額
(1) 満期保有目的の債券

公 社 債       4,060百万円

(2) 子会社株式及び関連会社株式

株 式      15,456百万円

  外国証券       8,004百万円

合 計      23,460百万円

(3) その他有価証券

公 社 債       8,269百万円

株 式       9,355百万円

外国証券       3,000百万円

  そ の 他       5,012百万円

合 計      25,637百万円

(注)貸借対照表において買入金銭債権として処理されているリース債権信託受益権等を「その他」に

含めております。

７．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額

(単位：百万円)

第 84期(平成 13年 3月 31 日現在)

種        類
１年以内

１ 年 超

５年以内
５ 年 超

10年以内
10年超

公 社 債 54,700 155,471 37,947 3,706

外 国 証 券 5,155 52,585 34,706 2,787

そ の 他 5,089 4,400 5,181 97

合 計 64,946 212,457 77,835 6,590

(注)貸借対照表において買入金銭債権として処理されているリース債権信託受益権等を「その他」に含めて
おります。
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前事業年度

有 価 証 券 の 時 価 等
(単位：百万円)

第 83期(平成 12年 3月 31 日現在)

貸 借 対 照 表種        類

計 上 額
時        価 評 価 損 益

公 社 債 230,552 236,173 5,620

株 式 254,712 463,639 208,927

外 国 証 券 78,129 77,518 △     610

そ の 他 の 証 券 10,100 10,057 △      42

合 計 573,493 787,388 213,894

 (注)  １．本表記載の有価証券は、上場有価証券及び非上場有価証券のうち、時価相当額を合理的に算定
できるものを対象としております。

２．「種類」欄の「公社債」は貸借対照表の内訳科目の「国債」、「地方債」及び「社債」を指してお
ります。

３．「株式」には、自己株式(商法第 210 条ノ 2 第 2 項第 3 号に定める場合において同条第 1 項の規
定により取得したものを除く)を含めて表示しております。なお、自己株式の評価損益は、△ 0
百万円であります。

４．時価等の算定方法
(1) 上場有価証券

主として東京証券取引所における最終価格によっております。

なお、上場国債等の時価について証券取引所の最終価格によることができない場合には、日本証券

業協会が発表する公社債店頭基準気配等によっております。

(2) 店頭売買有価証券

日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。

(3) 気配等を有する有価証券((1)、(2)に該当する有価証券を除く)

日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配等によっております。

(4) 非上場の証券投資信託の受益証券

基準価格によっております。

(5) 上記以外の債券（時価の算定が困難なものを除く）

日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、残存償還期間等を勘案して算定した

価格等によっております。

(6) なお、内国債以外の債券については上場債券（米国国債を含む）を開示対象としており、これらの
時価については、Gov PX社公表の価格及び Daily Official List、Cote Officielle等に掲載された価格に
よっております。

５．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額の主なものは次のとおりであります。

第 83期

非公募の債券 14,155 百万円

残存償還期間が 1年以内の債券 14,122

為替予約を付した外貨建債券(国内) -

非上場の外貨建債券(国内) 3,292

店頭売買有価証券を除く非上場株式(国内) 21,947

(うち関係会社株式) ( 10,552 )

外国証券のうち非上場債券 51,815

外国証券のうち非上場株式 12,225

(うち関係会社株式) ( 12,225 )
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金銭の信託関係金銭の信託関係金銭の信託関係金銭の信託関係

当事業年度

金 銭 の 信 託

１． 運用目的の金銭の信託
(単位：百万円)

第 84期(平成 13年 3月 31 日現在)

貸 借 対 照 表 計 上 額 損益に含まれた評価差額

金 銭 の 信 託 12,240 △ 2,077

２． 満期保有目的の金銭の信託
該当ありません。

３． 運用目的、満期保有目的以外の金銭の信託
該当ありません。

前事業年度

金銭の信託の時価等
(単位：百万円)

第 83期(平成 12年 3月 31 日現在)

貸 借 対 照 表 計 上 額 時        価 評 価 損 益

金 銭 の 信 託 41,226 41,347 120

 (注)  時価の算定方法は、信託財産を構成する資産のうち時価相当額を合理的に算定できる有価証券につ

いては「有価証券の時価等」と同様の方法によっており、それ以外のものについては貸借対照表計上

額をもって時価とみなしております。

また、上記には金銭の信託内で有しているデリバティブ取引に係る金額を含んでおります。なお、

デリバティブ取引に係る時価等の算定方法は、「デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益」

と同様の方法によっております。
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デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

１． 取引の状況に関する事項

(1)取引の内容

当社が利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為替予約取引及び通貨オプション取引、

金利関連では金利スワップ取引、株式関連では株式先物取引及び株式オプション取引、債券関連

では債券先物取引及び債券オプション取引であります。

(2)取引に対する取組方針・利用目的
当社は為替・金利・価格の変動に伴う市場リスクのコントロールを利用目的として、現物資産
及びデリバティブ取引の総合的ポジションと損益状況を勘案し、デリバティブ取引を利用してお
ります。

(3)取引に係るリスクの内容

デリバティブ取引には、外国為替や株価、市場金利の変動によって生じる市場リスクと取引の

相手先の倒産等によって当該契約が履行されない信用リスクがあります。

当社が行っている為替予約取引及び通貨オプション取引には為替の変動によるリスクがあり、

株式先物取引及び株式オプション取引には株価の変動によるリスクがあります。また、金利スワ

ップ取引、債券先物取引及び債券オプション取引には金利の変動によるリスクがあります。但し、

取引対象物の価格の変動に対する当該取引の時価の変動率が大きい取引（レバレッジ効果の著し

い取引）は利用しておりません。

また、当社は取引の相手の契約不履行により生ずる信用リスクを回避するため、信用度の高い

金融機関・証券会社等を相手としてデリバティブ取引を行っております。

(4)取引に係るリスク管理体制

当社はデリバティブ取引の決裁手続を定めた職務権限規程及び諸勘定の特性を考慮し取引限

度額等を定めた資産運用リスク管理規程等に基づきデリバティブ取引を実行しております。

日常のデリバティブ取引については、取引実行部門とは独立した業務管理部門が取引実行部門

から回付される運用連絡票と金融機関・証券会社等から直接送付される取引報告書を照合するこ

とにより内容を確認しております。また、同様に取引実行部門とは独立したリスク管理部門が取

引のポジションと損益状況を把握し、毎週開催される投資方針会議において、資産運用部門の担

当役員に対して規定の遵守状況について報告し、資産運用部門の内部牽制を働かせるとともに、

資産運用統括部門より毎月経営会議に対して、デリバティブ取引の運用状況に関する報告を実施

しております。

また、資産運用部門とは独立した金融・資産監査室が、デリバティブ取引を含めたリスク管理

体制の整備状況について定期的に監査を実施しております。
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２． 取引の時価等に関する事項

以下の表における契約額等は、デリバティブ取引における名目的な契約額又は計算上の想定元本であ

り、当該金額自体がそのままデリバティブ取引に係る市場リスクや信用リスク等を表すものではありま

せん。

(1) 通貨関連
(単位：百万円)

第 83期(平成 12年 3月 31 日現在) 第 84期(平成 13年 3月 31 日現在)

契 約 額 等 契 約 額 等
区

分
種類

うち1年超
時 価 評価損益

うち1年超
時 価 評価損益

為 替 予 約 取 引

売 建

市

場

取

引米 ド ル 33,439 - 33,617 △   178 - - - -

以

外

の

取

引

合    計 - - - △   178 - - - -

（注） 為替予約取引に係る時価の算定方法は、期末の先物為替相場を使用しております。

(2) 金利関連
(単位：百万円)

第 83期(平成 12年 3月 31 日現在) 第 84期(平成 13年 3月 31 日現在)

契 約 額 等 契 約 額 等
区

分
種類

うち1年超
時 価 評価損益

うち1年超
時 価 評価損益

金利スワップ取 引

市

場

取

引受取固定・支払変動 53,900 50,900 180 180 37,900 37,900 1,118 1,118

以
外
の
取
引

合    計 - - - 180 - - - 1,118

（注） 時価の算定方法は、取引先金融機関等から提示された価格によっております。

(3) 債券関連
(単位：百万円)

第 83期(平成 12年 3月 31 日現在) 第 84期(平成 13年 3月 31 日現在)

契 約 額 等 契 約 額 等
区

分
種類

うち1年超
時 価 評価損益

うち1年超
時 価 評価損益

債 券 先 物 取 引

売 建 32,554 - 32,842 △   288 17,415 - 17,376 39

市

場

取

引

合    計 - - - △   288 - - - 39

（注） 時価の算定方法は、当該市場の最終価格によっております。
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(ご参考 1)

ソルベンシーソルベンシーソルベンシーソルベンシー・マー・マー・マー・マージン比率ジン比率ジン比率ジン比率

（単位：百万円）

項 目    平成 12年 3月末 平成 13年 3月末

  ソルベンシー・マージン総額 （Ａ）    ６３０，４５３    ５６５，７１５

  リ  ス  ク  の  合  計  額 （Ｂ）      ９１，２６５    １０１，６９１

  ソルベンシー・マージン比率
[(Ａ)／{(Ｂ)×1/2}]×100

   １，３８１．６％
    

   １，１１２．６％
    

    (注)  上記の金額及び数値は、保険業法施行規則第 86条及び第 87条並びに平成 8年大蔵省告示第

50号の規定に基づいて算出しております。

＜ソルベンシー＜ソルベンシー＜ソルベンシー＜ソルベンシー・マージン比率について＞・マージン比率について＞・マージン比率について＞・マージン比率について＞

・ 損害保険会社は、保険事故発生の際の保険金支払や積立保険の満期返戻金支払等に備えて準備金を積

み立てていますが、巨大災害の発生や、損害保険会社が保有する資産の大幅な価格下落等、通常の予

測を超える危険が発生した場合でも、十分な支払能力を保持しておく必要があります。

・ こうした「通常の予測を超える危険」を示す｢リスクの合計額｣（上表の(Ｂ)）に対する「損害保険会

社が保有している資本・準備金等の支払余力」（すなわちソルベンシー・マージン総額：上表の(Ａ)）

の割合を示す指標として、保険業法等に基づき計算されたのが、「ソルベンシー・マージン比率」で

あります。

・ 「通常の予測を超える危険」とは、次に示す各種の危険の総額をいいます。

① 保険引受上の危険 ： 保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生し得る危

険、及び通常の予測を超える巨大災害（関東大震災等）により発生し

得る危険

② 予定利率上の危険 ： 積立保険について、実際の運用利回りが保険料算出時に予定した利回

りを下回ることにより発生し得る危険

③ 資産運用上の危険 ： 保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変動すること

により発生し得る危険等

④ 経営管理上の危険 ： 業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で上記①～③以外の

もの

・ ｢損害保険会社が保有している資本・準備金等の支払余力｣（ソルベンシ－・マージン総額）とは、損

害保険会社の資本、諸準備金（価格変動準備金・異常危険準備金等）、その他有価証券・土地の含み

益の一部等の総額であります。

・ ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社を監督する際に活用する客観的な判断指標のひ

とつですが、その数値が２００％以上であれば「保険金等の支払能力の充実の状況が適当である」と

されています。
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(ご参考 2)

リスク管理債権情報リスク管理債権情報リスク管理債権情報リスク管理債権情報

（単位：百万円）

平成 12年 3月期 平成 13年 3月期 比較増減

破 綻 先 債 権 額 1,005 778 △   226

延 滞 債 権 額 9,589 11,890 2,300

3 カ 月以上延 滞債 権額 474 704 230

貸 付 条 件 緩 和 債 権 額 6,042 4,563 △ 1,479

リスク管理債権計            (a) 17,112 17,936 824

貸 付 金            (b) 317,623 284,580 △33,042

対貸付金割合(a)/(b)×100 5.4% 6.3% 0.9%

 （注）各債権の意義は次のとおりであります。

(1)破綻先債権

  破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由に

より元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった

貸付金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、

法人税法施行令（昭和 40年政令第 97号）第 96条第 1 項第 3号のイからホまでに掲げる事

由又は同項第 4号に規定する事由が生じている貸付金であります。

(2)延滞債権

 延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支

援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金であります。

(3)３カ月以上延滞債権

  ３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延し

ている貸付金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

(4)貸付条件緩和債権

  貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取り決めを行った

貸付金で、破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。
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役 員 の 異 動       

（平成１３年６月２８日付の予定）

１．代表者の異動

　　　　該 当 な し      

２．新任取締役候補

        取 締 役 会 長      　　
く り お か

栗岡　
か ん じ

完爾（現当社特別顧問）

        取 締 役      　　
こ だ ま

児玉　
た だ し

正之（現当社執行役員）

３．新任執行役員

　　　　執 行 役 員      　　
む ら や ま

村山　
こ う じ

浩司（現当社取締役）

４．退任予定取締役

　　　　常 務 取 締 役      　　
た ま も と

玉本　
の ぶ お

誠男（株式会社あいおい保険人材開発研究所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役社長就任予定）

　　　　取 締 役      　　
む ら や ま

村山　
こ う じ

浩司（当社執行役員就任予定）

（平成１３年７月１日付）

１． 新任執行役員

　　　　常務執行役員　　
なかがわ

中川　
と し ひ こ

俊彦（現野村証券株式会社常務取締役）


